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Ⅰ はじめに

1970（昭和 45）年に東京都で 17番目に誕生した狛江市は，令和２年市制施行 50周

年という節目の年を迎えた。とりわけ，令和２年は節目の年であり，狛江市の総合計

画である第４次基本構想と前期の基本計画が策定されるとともに，第３期狛江市教育

振興基本計画が策定された。これらの計画の中から，市民が生涯を通じた学びの実現

を図るためには，社会教育活動の充実が不可欠であり社会教育関係団体の活動を検証

して，実効性のある施策を推進するため，教育長から社会教育委員に対して「社会教

育のあり方について」諮問を受けたものである。 

  2006（平成 18）年に「狛江市社会教育の今後のあり方について」の諮問を受けて以

来の諮問であり，その際には３年の期間を費やしての答申であったが，今回は８ケ月

間という非常に限られた期間での審議となった。検討期間は短かったが「社会教育と

は何か？」「社会教育活動とはどんな活動か？」「社会教育関係団体はどのような活動

をすべきなのか？」「望ましい支援の仕方は？」という社会教育の本質について，社

会教育委員全員が真剣に考える時間となり，大変有意義であるとともに貴重な経験

となった。 

今回の答申が狛江市の生涯学習社会の実現につながり，社会教育活動が市民の生き

がいとなり，心豊かで健康に過ごすことができるとともに，次代を担う子どもたちに

つなげて行ける社会であって欲しい。日々わくわくする魅力のある狛江市となり，市

民がずっと住み続けたく思えるまちであり，「今が一番幸せ」と感じる狛江市であっ

て欲しい。 
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Ⅱ 諮問に至った背景

地域における学びの充実について「総合基本計画第４次基本構想・前期基本計画」

の中では，「団体や事業者・行政が連携して取り組み，市民が心身共に健やかな生活

を送ることができる環境を整えること」で，生涯を通じて学べるまちを目指すことが

目標として掲げられている。 

また，「第３期教育振興基本計画」では，人生 100 年時代を見据え，全ての人が生

涯を通じて自らの人生を設計し活躍することができるよう，必要な知識・技能の習得

や知的，人的ネットワークを構築できる生涯学習社会の構築が求められていることか

ら，「生涯を通じた学びの充実」を目指すこととしている。それらを実現させるには

全ての人へ向け，学びの機会を提供することのできる社会教育活動を充実させること

が重要であり，その実践者である社会教育関係団体について検証を重ねることが実効

性のある施策の推進につながると考える。そのためには，市として社会教育活動が公

正かつ平等に運用され，多くの人々の生活がより豊かなものとなるように支援してい

くことが必要である。 

そうした内容を審議する委員会として，社会教育委員会の会議（社会教育法第 17

条に「社会教育委員は社会教育関係団体に対し，助言と指導を与えることができる。」

と定められている。）において，社会教育関係団体のあり方及び団体への支援のあり

方について検討し，答申することとなった。 

Ⅲ 国及び東京都における社会教育の変遷及び現状 

１ 社会教育の変遷について 

社会教育が誕生した背景には地域の教育力を高めることにあった。高等学校への

進学率は 50 パーセントにも満たず，かつ女性に対しての教育が現代ほど求められ

ていなかった時代の中で，成人に対しての教育を必要とする社会構造が確立された。

その後，昭和 30 年代の経済の高度成長期を経て，社会は急速に変化し，技術革新

の急速な進展と社会の複雑化に対応するため，生涯にわたる学習とその内容が高度

化し「生涯学習社会の実現」が必要となった。 

また，平均寿命の伸長，余暇時間の増大，高学歴化に伴い，人々の学習要求は高
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まり，多様化していくこととなった。 

1971（昭和 46）年には社会教育審議会によって「急激な社会構造の変化に対処す

る社会教育のあり方について」の答申が出され，生涯教育の視点から，家庭教育，

学校教育，社会教育の見直しが必要と指摘した。1990（平成２）年には「生涯学習

の振興のための施策の推進体制等の整備に関する法律」が制定され，生涯学習は「国

民が生涯にわたって学習する機会」と表記されており，社会教育法による社会教育

の定義とは，明確な違いが確認できる。 

令和２年度学校基本調査によると高等学校の進学率は通信制を含めると 97 パー

セントを超え，大学進学率（短期大学本科入学者を含む。）も 58パーセントを超え

ている。成人への教育は社会教育法が制定された 1949（昭和 24）年当時と比べる

とかなり行き届いており，成人対象の教育活動を目的としていた社会教育法の施策

については一定程度の役割を終え，社会教育を必要としていた時代から自発的な学

習を進める生涯学習の時代に移行する必要性を感じる。 

２ 社会教育の現状について（社会教育委員・生涯学習審議会設置状況より） 

東京都においては 2014（平成 26）年，生涯学習審議会条例の制定に伴い，「東京

都社会教育委員の設置に関する条例」が廃止されている。令和元年度区市町村生涯

学習・社会教育行政データブックによると，東京都 23 区では，生涯学習推進審議

会のみを設置している自治体が４区，社会教育委員の会議のみ設置している自治体

が８区，両方設置している自治体が１区，両方設置していない自治体は 10 区とな

っている。東京都 26 市３町においては社会教育委員の会議のみ設置している自治

体が 21 市町，生涯学習審議会のみ設置している自治体が２市町，両方設置してい

る自治体が６市町となっている。 

社会教育委員を設置している自治体は多くあるが，その中で，生涯学習推進審議

会が社会教育委員を兼務している自治体や会議を統合している自治体も存在して

おり，社会教育から生涯学習へと移行してきていることが伺える。 

このように生涯学習社会への需要が高まる中で，どのような社会教育活動を行う

ことができるのだろうか。生涯学習社会にふさわしい狛江市の社会教育活動を推進

するべく，まずは現在の狛江市における社会教育の状況を把握していくこととする。 
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Ⅳ 狛江市における社会教育の現状と課題

１ 社会教育関係団体の現状 

令和２年 12 月現在 284 団体の登録があり，活動内容別に分類すると，屋内スポ

ーツを行う団体が 160 団体，屋外スポーツを行う団体が 65 団体，屋内外両方のス

ポーツを行う団体が２団体，文化活動を行う団体が 54 団体，スポーツ・文化活動

どちらも行う団体が３団体となっている。 

団体使用施設・使用頻度は，屋内スポーツ団体は体育施設を使用する団体が多く，

屋外スポーツ団体は学校施設を使用する団体が多い。文化活動団体は公民館施設を

利用することが多くなっている。 

また，団体ごとに設定している入会金及び月会費については，入会金を設けてい

る団体が約 30 パーセントで，1,000 円以上 3,000 円未満の団体が１番多く，月会

費については約 90 パーセントの団体が設けており，1,000 円以上 3,000 円未満の

団体の割合が一番多くなっている。なお，講師（指導料等）謝礼については約 30パ

ーセントの団体が設定している。 

２ 社会教育関係団体の課題 

多くの社会教育関係団体が様々な活動展開してきた一方で，様々な課題が生まれ

たのも事実である。主なものとして，次のものが挙げられる。 

⑴ 市の社会教育活動の定義の再考

社会教育関係団体とは，社会教育法より，「法人であると否とを問わず，公の支

配に属しない団体で社会教育に関する事業を行うことを主たる目的とするもの」

と定められており，活動内容については，狛江市社会教育関係団体登録要綱（以

下「登録要綱」という。）において，「広く市民に開放された団体で，事務所又は

連絡先が狛江市内にあり，狛江市内を中心に継続的活動を行っていること」が登

録基準として定められている。その一方で，それ以外の部分については，非営利

活動，公序良俗に反しないことや，団体構成人数，市内居住等の一般的な要件に

とどまっている。 

しかし近年，活動の多様化により団体の活動内容は多岐にわたり，前述の定義
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のみであると，それらを社会教育関係団体として位置づける判断が難しくなって

きている。実際に，登録団体の会則において「地域に貢献する」「市民に広める」

活動を行うと記載はされているが，活動報告・計画には「練習」「練習試合」など

会員内の技術向上，親睦のみが記されていることが多く，社会教育関係団体に該

当するのか，不明瞭な登録も見受けられる。 

社会教育の効果的な発展を推進するには，市としての社会教育活動のあり方

を再考することが必要である。 

⑵ 講師及び指導者への高額な謝礼等の支払い

登録要綱の団体登録基準において営利を目的としないことが定められている

が，文化活動の講師やスポーツのコーチに対して支払われる謝礼については，

現在の要綱には定められていない。しかし団体によっては，決算額の多くを占

めるような高額な謝礼が計上されている。各団体の活動内容・頻度が様々であ

るため，一概に営利活動とは判断できないが，講師や指導者が代表者的役割と

なり，会費や参加費などを徴収することは営利活動に当たる可能性がある。 

さらに，会費が高額である場合，一部の人しか参加することができず，「広く

市民に開放された団体」とは言いがたい。社会教育関係団体が適切な団体運営

を行えるよう，謝礼や会費においてはある程度の基準を示していくことが必要

である。 

⑶ 類似する複数の団体の登録

登録団体の多くは登録要綱の趣旨に沿って活動しているが，一方で，団体の

活動内容が極めて類似する団体同士で，役員・構成員の複数が重複していた

り，１つの団体を分割して登録を行っている団体が散見される。 

社会教育関係団体の登録が認められた場合，社会教育活動を行う際，市内体

育施設・学校施設等の使用料が半額で使用でき，その支援を受けるための抽選

等の当選確率を上げるためではないかと思われるようなものがある。 

支援制度が正しく効果的に，より多くの社会教育関係団体に公平で公正に行

き届くよう，本来の趣旨とは異なる団体登録を防止することが必要である。 
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⑷ 社会教育委員の会議との連携

登録要綱第４条第２項の規定により，社会教育関係団体の登録を行う際「登

録の可否について疑義が生じたときは，狛江市社会教育委員の会議の意見を聴

いて，委員会が決定するものとする。」と定められているが、社会教育関係団体

について情報共有が不足していると思われる現状がある。先述の課題等，登録

要綱では判断が困難な団体については，社会教育課から社会教育委員の会議に

意見を求めることも必要である。 

Ⅴ 社会教育活動とは

１ 答申にあたり基本的な考え方 

教育活動は，学校教育においても社会教育においても人から人に物事を教え伝え

ることで成立し，その中でも社会教育は学習の成果を地域や社会に還元することで，

人々の心を豊かにすることを使命としている。人々が自分の持っている知識，能力，

技術，伝統芸能等を他者に継続的に教え伝え広めることで地域が豊かになっていく

と考えられてきた。 

教育と学習は人と人の双方向で行われることから，70 年余にわたり行われてき

た社会教育活動は大きな役割を果たしてきており，公民館や図書館といった社会教

育施設とともに，生涯学習の基礎を築いてきたといえる。今後も地域に根差した社

会教育活動は求められており，活動を実践してきた社会教育関係団体の役割も大き

く，今後も発展に期待するところである。 

現在は，新型コロナウィルスが世界的に猛威を振るう真っ只中にあり,我が国に

あっても幅広い世代で感染が拡大し，得体のしれないウィルスとの戦いは歴史を振

り返っても持って生まれた宿命であるかのように思える。狛江市においても例外で

はなく，終息の兆しはなかなか見えてこない状況にある。教育活動が人と人との間

で行われることを考えると，ウィルスの感染拡大を防ぐためには社会教育活動も生

涯学習活動も自粛や縮小を余儀なくされ，多くの活動が停滞してしまった令和２年

であった。活動再開後もソーシャルディスタンスを保ちながら，三密（密閉空間，

密集場所，密接場面）にならないで活動を行わざる得ない年であった。 

社会教育活動が停滞する中ではあるものの，市民が心豊かに生活し生涯学習社会
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を実現するためには，社会教育活動の意義や社会教育を実践する社会教育関係団体

のあるべき姿を再確認しながら，市民の選択肢を広げることを考えることが，生涯

学習社会の実現につながるものと考える。 

今後は，市内で活動する社会教育関係団体 284 団体（令和２年 12 月現在）が，

市内の社会教育施設やスポーツ施設等を利用して活動する際の会場使用料や運営

費等の支援のあり方についても，他市の例を参考に見直しをする必要がある。 

指針の内容によっては，規則や要綱の改正を伴うものもあるが，市内の施設建設

や運営は多くの税金で賄われていることを考えれば，ある程度の制限はやむを得な

いと考える。 

また，指針に沿った運営が行われるようになることで，狛江市の社会教育活動は

一層充実されるようになることを期待するものである。 

２ 社会教育活動とは 

社会教育関係団体のあり方を考えるとき，基本となるのは社会教育活動とはどの

ような活動かということを定義づけることが必要である。社会教育法第２条によれ

ば，「社会教育とは学校の教育課程として行われる教育活動を除き，主として青少

年及び成人に対して行われる組織的な教育活動（体育及びレクレーションの活動を

含む。）」と定義づけしているが，具体的にどのような教育活動を指しているのか明

文化はされていない。 

教育基本法第７条では，社会教育に関して，「家庭教育及び勤労の場所その他社

会において行われる教育は，国及び地方公共団体によって奨励されなければならな

い」とのみ規定しており，活動内容までは触れていない。 

生涯学習と社会教育の違いを考えると，生涯学習とは学習者が自由に学ぶ視点か

ら生涯にわたって知識や技術の向上を目的とする活動に対し，社会教育は実践者が

目的をもって組織的に継続して行われる教育活動と考えることができる。 

さらに，社会教育活動は地域の教育力を高めるという本来目的を担っていると考

えるなら，教育や学習を受けた者が次は指導者となって地域の人々に教え伝えるこ

とが重要であり，その繰り返しが継続性と言えるのではないだろうか。教えること

と学ぶことだけで完結するものではないのが社会教育活動であると定義すること

ができる。 
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したがって，社会教育関係団体には教え学ぶという活動だけではなく，学習者が

学んだ知識や経験，技術を地域に還元する活動を継続的，組織的に行うことが求め

られるのである。 

Ⅵ 社会教育関係団体のあり方及び支援のあり方

１ 活動内容，運営方法及び組織について 

社会教育活動を行う団体が社会教育関係団体でなくてはならないが，登録要綱第

２条の規定だけでは具体性に欠けるため，登録基準の見直しを含め団体の活動及び

組織について，次のとおり例規等に盛り込むことが望ましいと思われる。 

⑴ 団体の主な活動目的が社会教育法に定める「青少年及び成人に対して行われる

組織的な教育活動」すなわち社会教育活動であること。 

⑵ 学習者が学んだ知識や経験，技術を地域に還元する活動を継続的，組織的に行

う活動であること。すなわち，団体の構成員以外の市民に対して講演会，講習会， 

講座，発表会，普及活動等を年に１回以上は行うこと。 

⑶ 入会金及び月額会費は 5,000円以内とすること。

⑷ 月 10万円を超える謝礼を支払わないこと。

⑸ 団体の構成員は 10人以上とし，過半数が市民であること。

⑹ 代表者及び役員は市民であること。

⑺ 代表者及び役員は他の類似する団体の代表者及び役員を兼務してはならない。 

⑻ 新規に登録を希望する団体は，２年間の実績を有していること。

⑼ 新規に登録する団体の承認については，社会教育委員の会議の意見を聴くこと。 

２ 社会教育関係団体への支援のあり方 

1947（昭和 22）年に制定された社会教育法は，戦後の社会教育の振興に大きな役

割を果たしてきたが，1959（昭和 34）年に一部改正され社会教育関係団体に対する

補助金の支出禁止規定が解除され，社会教育関係団体の活動の助長に資する道を開

いた。これは運営費や講師料の補助をはじめ公共施設の減免制度のみならず，公民

館や図書館といった社会教育施設の整備に拍車をかけ，市民の学習環境は大きく変
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化することになった。 

狛江市においても，社会教育関係団体は公民館の使用料は無料であったが，2004

（平成 16）年に狛江市が策定した「行財政基盤確立のための緊急行動計画」におい

て，管理運営経費として使用料を徴収することとなった。社会教育活動を規定し社

会教育関係団体のあり方を見直すためには，活動に見合ったインセンティブを与え

ることも必要であり，社会教育活動の一層の推進を図る上で検討すべき事柄と言え

る。 

一方，社会教育関係団体というだけで様々な減免がなされている現状は，見直す

ことも大切である。 

そこで，社会教育関係団体の支援について次のとおりに改正及び充実を求めるも

のである。 

⑴ 社会教育関係団体が狛江市教育委員会の後援を得て団体の構成員以外の市民

を対象とした講演会，講習会，講座，発表会，普及活動等を行う場合，外部から

講師を招へいする際の講師謝礼の一部について，年１回程度予算の範囲において

補助すること。 

⑵ 市内の社会教育施設以外の体育施設，文化施設及び学校施設において，社会教

育関係団体というだけで減額規定のある施設においては，活動の内容等を把握

し，実態に即した適切な減免制度となるよう見直しを図ること。 

⑶ 団体の基礎情報を市ホームページ等に掲載することや，狛江市教育委員会の支

援を得て社会教育活動（講演会，講習会，講座，発表会，普及活動等）を行 

う場合，可能な範囲で広報機会を提供する等，幅広い市民への情報提供につい 

て支援を検討すること。 
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社会教育関係団体のあり方について（諮問）

このことについて、狛江市社会教育関係団体登録要綱（平成23年教育委員会要綱第8 
号）第4条に関わる下記の事項について意見を求めます。

・社会教育関係団体のあり方について～生涯学習社会の実現に向けて～

記

（付記）
令和3年2月を目途に答申をいただきた＜御配慮願います。

記

【資料　１】
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スポーツ・文化活動

文化活動

屋内外スポーツ

屋外スポーツ

屋内スポーツ

狛江市社会教育関係団体分析資料

（１）団体数 284 団体（令和２年 12月現在）

■ 内訳

（２）団体の活動内容区分

一般団体 208 団体

高校生以下団体 20団体

青少年育成団体 50団体

支援団体 1団体

市外代表者団体 5団体

スポーツ大会運営・スポーツ全般活動等

スポーツ・文化普及事業等

【資料　２】
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合唱・コーラス

楽器等演奏・演奏会開催

■ 屋内スポーツ（160 団体、複数回答あり）

■屋外スポーツ（65団体、複数回答あり）

■ 文化活動（54団体、複数回答あり）
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＜その他＞

グランドゴルフ・ゴルフ・ソフトボールなど

＜その他＞絵画制作・華道・語学・将棋・能楽

着物・読み聞かせなど
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（３）団体使用施設（複数使用あり）・使用頻度

■ 屋内スポーツ（159 団体）

■ 屋外スポーツ（65団体）

■ 文化活動（53団体）
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（５）月額会費（255 団体/284 団体）

（６）謝礼有無・謝礼区分

■ 謝礼を計上している団体 78団体

■ 多数計上される謝礼区分
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○狛江市社会教育関係団体登録要綱

平成 23年３月 28日教育委員会要綱第８号

改正

平成 25年３月 26日教育委員会要綱第 11号

平成 26年１月 27日教育委員会要綱第３号

令和２年１月 20日教委要綱第２号

狛江市社会教育関係団体登録要綱

狛江市社会教育関係団体登録要綱（昭和 51年４月１日）の全部を改正する。

（目的）

第１条 この要綱は，狛江市における社会教育の育成発展を図るため，社会教

育関係団体（以下「団体」という。）の登録について必要な事項を定めるこ

とを目的とする。

（登録基準）

第２条 団体として登録することができるものは，社会教育法（昭和 24年法律

第 207号）第 10条に規定する団体で，次に掲げる要件を満たしていなければな

らない。

(１ ) 営利を目的とした活動又はこれに類する行為をしないこと。

(２ ) 特定の政党の利害に関する行為又は公の選挙に関し特定の候補者を支

持する行為又は不支持する行為をしないこと。

(３ ) 特定の宗教，教派又は宗派を支持する行為又は不支持する行為をしな

いこと。

(４ ) 公序良俗に反する行為をしないこと。

(５ ) 団体の構成員が５人以上で，構成員の過半数が市内に住所を有する者

又は市内に通勤若しくは通学していること。

(６ ) 広く市民に開放された団体で，事務所又は連絡先が狛江市内にあり，

狛江市内を中心に継続的活動を行っていること。

【資料　３】
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(７ ) 団体の組織及び活動のため代表者を置き，代表者が 20歳以上であって，

規約又は会則を有すること。

(８ ) 団体活動のための自己財源を持ち，会計責任者を有すること。

（登録申請）

第３条 登録をしようとする団体は，狛江市社会教育関係団体登録申請書（兼

施設使用料減免申請書）（第１号様式。以下「団体登録申請書（兼減免申請

書）」という。）に次に掲げる書類を添えて狛江市教育委員会（以下「委員

会」という。）に申請するものとする。

(１ ) 団体の規約又は会則

(２ ) 予算書及び決算書

(３ ) 活動計画書及び活動実績報告書

(４ ) 狛江市社会教育関係団体登録要件確認書（第２号様式）

（登録）

第４条 委員会は，前条の規定による登録申請を受けた場合は，その内容を審

査のうえ登録を行い，登録カード（第３号様式）を当該申請団体に交付する

ものとする。

２ 前項の審査の際，登録の可否について疑義が生じたときは，狛江市社会教

育委員の設置に関する条例（昭和 38年条例第 11号）第１条に基づき設置され

る狛江市社会教育委員の会議の意見を聴いて，委員会が決定するものとする。

３ 第１項の規定により登録した内容に変更があったときは，速やかに団体登

録申請書（兼減免申請書）により委員会に届け出なければならない。

４ 当該登録を更新しようとする団体は，あらかじめ指定された期日までに，

登録カードを添えて団体登録申請書（兼減免申請書）及び前条各号の書類を

提出することにより更新の申請をしなければならない。

５ 第１項の規定による登録を取り下げる場合は，委員会に届け出るとともに，

速やかに登録カードを返却しなければならない。
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（有効期間）

第５条 登録の有効期間は，登録の日から最初に到達する西暦遇数年の３月 31

日までとする。ただし，監督，コーチその他の委員会が認めるものを除く構

成員の全てが高校生以下の者（ 18歳に達した日以後の最初の３月 31日までの

間にある者）であり，市内に在住，在勤又は在学する 20歳以上の者が代表者

となっている団体の有効期間は，登録の日の属する年度の３月 31日までとす

る。

（登録の取消し）

第６条 委員会は，登録団体が次の各号の一に該当すると認められたときは，

登録を取り消すことができる。

(１ ) 第２条に規定する登録基準に適合しなくなったとき。

(２ ) 虚偽の申請により団体の登録又は登録の更新をしたとき。

(３ ) 利用施設を不適切に利用したとき。

（委任）

第７条 この要綱に定めるもののほか，必要な事項は教育長が別に定める。

付 則

１ この要綱は，公布の日から施行する。

２ この要綱の施行の際，現に改正前の要綱（次項において「旧要綱」という。）

の規定により登録された団体は，この要綱の規定により登録されたものとみ

なす。

３ この要綱の施行の際，現に旧要綱第４条第１項第１号の規定により登録さ

れている団体であって，平成 22年４月１日以降に交付された登録カードの有

効期間に関し，改正後の要綱第５条の規定を適用する場合においては，同条

中「交付の日から翌年度の３月 31日」とあるのは，「交付の日の属する年度

の３月 31日」とする。

付 則（平成 25年３月 26日教育委員会要綱第 11号）
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この要綱は，平成 25年４月１日から施行する。

付 則（平成 26年１月 27日教育委員会要綱第３号）

１ この要綱は，公布の日から施行する。

２ この要綱の施行の際，現に改正前の狛江市社会教育関係団体登録要綱の規

定により登録された団体は，改正後の狛江市社会教育関係団体登録要綱の規

定により登録されたものとみなす。

付 則（令和２年１月 20日教委要綱第２号）

１ この要綱は，公布の日から施行する。

２ この要綱の施行の際，現に改正前の狛江市社会教育関係団体登録要綱の規

定により登録された団体は，改正後の狛江市社会教育関係団体登録要綱の規

定により登録されたものとみなす。

第１号様式から第３号様式まで（省略）
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 社会教育委員名簿 

区分 氏名 役職 

学識経験者 塚越 博道 委員長 

社会教育関係者 住友 和子 副委員長 

社会教育関係者 伊藤 輝芳 委員 

学校教育関係者 川﨑 貴志 委員 

公募市民委員 楠本 達治 委員 

公募市民委員 佐藤 幸代 委員 

家庭教育の向上に資する活動を行う者 豊島 秀臣 委員 

学識経験者 中川 康弘 委員 

社会教育関係者 福田 敏朗 委員 

社会教育関係者 星 恵子 委員 

 会議スケジュール 

日付 主な内容 

第１回会議    令和２年６月 30 日 社会教育関係団体登録制度について意見交換 

第２回会議    令和２年７月 17 日 諮問書交付、意見交換 

第３回会議    令和２年 10月 13 日 諮問事項（団体登録制度）の検討 

第４回会議    令和２年 11月 24 日 諮問事項（団体登録制度・支援体制）の検討 

第５回会議    令和３年２月 22 日 答申案の検討 

教育委員会定例会 令和３年３月 18 日 答申 

【資料　４】
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